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　平成 27 年度における，広島県地域保健対策協議会の各委員会活動の集大成である調査研究報告書をお
届けいたしました。
　平成 27 年度の広島県地域保健対策協議会は，1委員会（永続性のある事業を行う），10 専門委員会（事
業年限 2年間），1特別委員会（事業年限 1年間）という組織構成とし，事業を推進してまいりました。
　超高齢社会の到来を控え，社会全体で地域包括ケアシステムや在宅医療の体制構築が必要とされてお
ります。地対協では，「医療・介護連携推進専門委員会」を新設し，各市町が在宅医療・介護連携推進事
業をより円滑に実施し，かつ県内で均一な体制が整備されるよう各種の支援策等について検討しました。
また，県民により近い目線からのアプローチとして，「終末期医療のあり方検討専門委員会」を 26 年度
までの特別委員会から専門委員会に改組して設置し，アドバンス・ケア・プランニングの普及啓発や地
域のモデル事業支援などにも取り組みました。
　各委員会それぞれで活発なご協議をいただき，大きな成果が得られたものと確信しております。本協
議会活動の大きな目的である県民の健康保持増進への寄与のため，本報告書の活動の成果をご活用いた
だき，広島県のあり方をともに考えていただければ幸いです。
　平成 28 年度からは，第 7次広島県保健医療計画の策定を見据えた検討が開始されます。われわれ地対
協は，県内のあらゆる医療介護関係団体により構成される組織として，各関係団体や圏域との情報共有・
役割分担・連携を図り，地対協本来の目的である調査・研究，政策提言などの役割を全うしていきたい
と存じます。
　終わりにあたり，各委員会の委員長をはじめ委員の皆様のご協力・ご労苦に深く感謝申し上げます。
　そして，この報告書に盛り込まれた成果や提言が，今後の行政施策に充分反映されるとともに，関係
機関において積極的に生かされることを祈念いたします。
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